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  (百万円未満切捨て)

１．平成27年３月期の連結業績（平成26年４月１日～平成27年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年３月期 60,008 10.7 5,593 102.0 5,702 98.1 3,420 98.7 

26年３月期 54,197 △10.4 2,769 △41.6 2,878 △40.6 1,721 19.6 
 
（注）包括利益 27年３月期 4,153 百万円 （94.7％）   26年３月期 2,133 百万円 （28.8％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

27年３月期 97.80 － 7.0 8.2 9.3 

26年３月期 49.21 － 3.7 4.3 5.1 
 
（参考）持分法投資損益 27年３月期 － 百万円   26年３月期 － 百万円 

 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

27年３月期 74,074 50,939 68.5 1,450.86 

26年３月期 65,271 47,527 72.5 1,352.98 
 
（参考）自己資本 27年３月期 50,738 百万円   26年３月期 47,331 百万円 

 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

27年３月期 2,438 △5,446 △81 10,860 

26年３月期 3,617 1,533 △663 13,949 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

26年３月期 － 7.50 － 7.50 15.00 524 30.5 1.1 

27年３月期 － 7.50 － 12.50 20.00 699 20.4 1.4 

28年３月期(予想) － 9.00 － 9.00 18.00   20.3  

(注) 27年３月期期末配当金の内訳 普通配当7円50銭 特別配当5円00銭 
 
３．平成28年３月期の連結業績予想（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期(累計) 42,500 72.8 2,900 54.9 2,950 52.2 1,700 33.4 48.61 

通期 78,000 30.0 5,300 △5.2 5,400 △5.3 3,100 △9.4 88.64 

 



※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

(注)詳細は、添付資料P.16「５．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項(会計方針の変更)」をご覧く

ださい。 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年３月期 37,261,752 株 26年３月期 37,261,752 株 

②  期末自己株式数 27年３月期 2,290,377 株 26年３月期 2,278,830 株 

③  期中平均株式数 27年３月期 34,977,771 株 26年３月期 34,987,961 株 

 
 
（参考）個別業績の概要 

１．平成27年３月期の個別業績（平成26年４月１日～平成27年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年３月期 56,320 10.5 5,247 108.1 5,397 99.1 3,282 98.2 

26年３月期 50,991 △10.0 2,521 △40.9 2,710 △38.5 1,656 39.2 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

27年３月期 93.85 － 

26年３月期 47.35 － 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

27年３月期 69,400 48,363 69.7 1,382.95 

26年３月期 61,222 45,098 73.7 1,289.16 
 
（参考）自己資本 27年３月期 48,363 百万円   26年３月期 45,098 百万円 

 
２．平成28年３月期の個別業績予想（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期(累計) 40,350 74.2 2,750 56.4 2,800 50.8 1,650 31.7 47.18 

通期 74,000 31.4 5,000 △4.7 5,100 △5.5 3,000 △8.6 85.78 

 
 
※  監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表に対する監査手続は実施中であります。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいておりますが、当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々

な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件等については、添付資料P.2「１．経営成

績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

わが国の景気は、原油安や低金利等の良好な経済環境と消費者マインドの持ち直しを背景に、

緩やかな回復傾向が持続しておりますが、当社グループの経営環境は、電力システム改革の流れ

を受けた電力会社による経営改革の推進と徹底した合理化策の展開により、厳しい状況が継続し

ております。 

このような状況の中、当社グループは、長年培ってきた現場技術力をはじめ、持てる力を結集

して、社会のインフラを守るという役割を果たしてまいりました。 

具体的には、電力の安定供給に向けた各火力発電所の定期点検手入工事や各種修理工事、福島

第一原子力発電所の廃炉措置における汚染水処理系や循環冷却系等の設備保守点検工事、福島地

域の復興関連工事、柏崎刈羽原子力発電所の安全対策他の点検修理工事等、各種電力関連設備の

設置・保守工事に全社を挙げて取り組んでまいりました。 

また、全国各地で太陽光発電設備設置工事の受注活動を幅広く展開し、ＥＰＣ事業(設計・調

達・建設)やＯ＆Ｍ(運転・保守業務)も積極的に手掛けてまいりました。なお、当期におきまし

ては、当社グループが実施する初の太陽光発電所を宮城県登米市及び埼玉県鳩山町に設置する

等、再生可能エネルギー関連事業へ大きく進出を果たしました。 

これらにより、当社グループの業績につきましては、受注高は、設備工事業の増加により、総

額で前期比201億57百万円増の757億47百万円となりました。 

売上高は、設備工事業の増加により、総額で前期比58億11百万円増の600億８百万円となりま

した。 

次期繰越高は、前期比157億39百万円増の414億89百万円となりました。 

利益面につきましては、太陽光発電設備設置工事や福島第一原子力発電所の廃炉関連工事、福

島地域の復興関連工事の売上が増加したことに加え、会社全般にわたる選択と集中による収益性

の改善と原価低減の徹底に努めたことにより、営業利益は前期比28億23百万円増の55億93百万

円、経常利益は前期比28億24百万円増の57億２百万円となりました。当期純利益は、前期比16億

99百万円増の34億20百万円となりました。 

 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

(設備工事業) 

受注高は、通信部門が減少となりましたが、火力・産業部門、水力・変電部門が太陽光発電

設備設置工事等により増加し、原子力部門が福島第一原子力発電所の汚染水処理系や循環冷却

系の設備保守点検工事等により増加したため、前期比202億８百万円増の745億73百万円となり

ました。売上高は、火力・産業部門、水力・変電部門、通信部門が減少となりましたが、原子

力部門が増加したため、前期比57億89百万円増の587億97百万円となりました。セグメント利

益は、前期比43億33百万円増の74億66百万円となりました。 

 

(その他の事業) 

受注高及び売上高は、前期比３億34百万円増の10億41百万円となり、セグメント利益は、前

期比５百万円増の２億14百万円となりました。 

 

参考：セグメントの名称に対応した部門等の名称 

セグメントの名称 部門等 

設備工事業 火力・産業部門、原子力部門、水力・変電部門、通信部門 

その他の事業 不動産事業、リース・レンタル事業、保険代理業 
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② 次期の見通し 

今後の見通しにつきましては、電力関連設備工事に係る受注・価格競争はさらに激化し、当社

グループを取り巻く事業環境は厳しい状況が続くものと思われます。 

このような難局を乗り越えるため、当社グループは、営業力・技術力の強化とともに、事業領

域の継続的な拡大に取り組み、より強固な収益基盤を作り出すことに努めてまいります。 

 

このような情勢を踏まえ、次期の連結業績見通しにつきましては、 

 〈連結業績〉   売上高      78,000百万円 

営業利益      5,300百万円 

経常利益      5,400百万円 

当期純利益     3,100百万円 

を見込んでおります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当社グループの財政状態は、主に工事の進捗に伴って発生する売上債権やたな卸資産、仕入債

務、工事前受金等によって変動いたします。また、固定資産のうち、土地・建物については、事

業所、社宅・独身寮等を所有しており、その他の資産として太陽光発電設備、工事用機械設備等

があります。 

a.資産の部 

当連結会計年度における資産残高は740億74百万円となり、前連結会計年度末と比べて88億２

百万円増加しております。これは主に売上債権(完成工事未収入金)の増加によるものでありま

す。 

b.負債の部 

当連結会計年度における負債残高は231億34百万円となり、前連結会計年度末と比べて53億90

百万円増加しております。これは主に仕入債務(工事未払金)の増加によるものであります。 

c.純資産の部 

当連結会計年度における純資産残高は509億39百万円となり、前連結会計年度末と比べて34億

12百万円増加しております。これは主に当期純利益の計上に伴う利益剰余金の増加によるもので

あります。 
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② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末と

比べて30億88百万円減少の、108億60百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、24億38百万円の資金の増加(前連結会計年度は36億

17百万円の資金の増加)となりました。これは主に税金等調整前当期純利益の計上及び仕入債

務の増加によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、54億46百万円の資金の減少(前連結会計年度は15億

33百万円の資金の増加)となりました。これは主に有価証券の取得によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、81百万円の資金の減少(前連結会計年度は６億63百

万円の資金の減少)となりました。これは主に配当金の支払によるものであります。 

 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 

自己資本比率 72.4％ 66.9％ 66.5％ 72.5％ 68.5％ 

時価ベースの自己資本比率 31.7％ 25.6％ 23.7％ 26.9％ 46.7％ 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 12.2％ ― 51.4％ 19.8％ 48.2％ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 271.3倍 ― 149.7倍 434.1倍 265.1倍 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、期末株価×期末発行済株式総数(自己株式控除後)により算出しております。 

３．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。 

  有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。 

  また、利払いは連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

４．営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスの期については、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カ

バレッジ・レシオを記載しておりません。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

利益配分については、中長期的な視点に立ち、安定した配当の継続を基本に、業績、内部留保

の状況及び今後の事業展開への備え等を総合勘案して実施することとしております。内部留保に

ついては、経営基盤の強化や今後の事業拡大のための設備投資及び事業投資等の諸施策の展開に

活用していく所存であります。 

当期の配当金につきましては、この方針と当期の業績等を総合的に勘案して、期末配当金を１

株当たり７円50銭の普通配当に特別配当５円を加え、１株当たり12円50銭とし、年間配当金では

中間配当金７円50銭と合わせた20円を予定しております。 

なお、次期(平成28年3月期)については、年間の普通配当15円を３円増額して18円といたしま

す。そのうち１株当たり９円を中間配当金とし、９円を期末配当金とする予定です。 
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（４）事業等のリスク 

当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のよう

なものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、本決算発表日(平成27年４月28日)現在において判断

したものであります。 

 

① 受注環境 

当社グループは、市場の変化に対応した営業体制の強化を図るとともに、お客さまや市場の

ニーズを的確に捉えた技術提案型営業活動を積極的に展開しております。しかしながら、当社

グループに影響の大きい電力関連設備工事において、今後の電力エネルギー政策の動向、想定

を上回る電力設備投資の減少、自然災害等の事象の発生などにより、当社グループの業績は影

響を受ける可能性があります。 

 

② 工事施工 

当社グループは、設備工事業を主たる事業としており、「品質」「環境」「労働安全衛生」

を統合したマネジメントシステムを基軸とした工事施工品質の向上とお客さまや市場のニーズ

を的確に把握するためのＣＳ(お客さま満足)活動のレベルアップにより、事業基盤の一層の強

化に努めております。しかしながら、設備工事において人的・物的事故や災害が発生した場合

や工事施工中において自然災害等の事象が発生した場合、当社グループの業績は影響を受ける

可能性があります。 

 

③ 工事原価の変動 

当社グループは、工事用資機材の集中購買や競争入札の拡大等により、工事原価の徹底した

管理に努めております。しかしながら、材料費や労務費の高騰などにより工事の施工段階にお

いて大幅な工事原価の変動が発生した場合、工事損失引当金の計上等、当社グループの業績は

影響を受ける可能性があります。 

 

④ 株式及び債券等の保有 

当社グループは、株式や債券を保有しており、企業年金資産や退職給付信託資産においても

株式や債券を保有しております。これらは、株式市況や債券市況の動向等により時価が変動す

るため、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

 

⑤ 取引先の信用 

当社グループは、企業情報の把握と分析・評価による与信管理の徹底に努めております。し

かしながら、建設業においては、工事目的物の引渡し後に工事代金が支払われる条件で契約が

締結される場合が多く、このため工事代金を受領する前に取引先が信用不安に陥った場合、当

社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 
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２．企業集団の状況

 

当社グループは、当社及び子会社６社で構成され、電力関連設備や一般電気設備工事等の設計及び

施工を主な事業としております。また、不動産の賃貸・管理、工具・備品・車両等のリース・レンタ

ル及び保険代理業等の事業活動を展開しております。 

各事業における当社グループの位置付け並びにセグメントとの関連は、次のとおりであります。 

なお、電力関連設備工事の主要部分は、その他の関係会社である東京電力㈱より受注しておりま

す。 

 

［設備工事業］ 

火力発電設備、原子力発電設備、水力発電設備の建設及び保守、並びに変電設備、一般電気設

備、情報通信設備、空調設備工事の設計及び施工 

（主な関係会社） 

当社、㈱テクノ東京、東工電設㈱及び㈱清田工業 

 

［その他の事業］ 

不動産事業、リース・レンタル事業及び保険代理業 

（主な関係会社） 

当社、東工企業㈱、㈱バイコム及び㈱東輝 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 
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３．経営方針

 

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、以下を経営の基本方針としております。 

 

Ｑ'dグループ経営ビジョン 

 

電力・空調・電設・通信などのエネルギーとシステムを支える事業を通じて 

「暮らしのより確かな基盤をつくる」ことにより社会に貢献する 

 

○ 電力設備をサポートする 

 － 伝統の技術を継承・強化し電力設備を守る 

○ 暮らしのインフラを整備する 

 － 空調・電設・通信の快適性・利便性を暮らしに届ける 

○ 創意工夫で明日をつくる 

 － 高い品質の技術・技能に創意工夫を凝らしお客さまと共に明日をつくる 

 

 

（２）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、経営環境の変化に適応し、持続的な成長を実現していくために、平成27年度から平成

29年度までの３ヵ年における当社グループの中期経営計画を策定し、以下の経営目標達成に向け

た諸施策を展開してまいります。 

 

① 事業領域の継続的な拡大に向けた改革の推進 

② 人と技術の育成・強化と全社活用 

③ 社会的責任を果たす行動の実践 

④ 福島復興への継続的貢献 

 

なお、当中期経営計画期間の連結業績目標(３ヵ年平均)を次のとおり設定しています。 

 

〇 受注高              680億円程度 

〇 売上高              740億円程度 

〇 営業利益             50億円程度 

〇 経常利益             50億円程度 

〇 当期純利益            30億円程度 

〇 ＲＯＥ(自己資本当期純利益率)   ５％以上 
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（３）会社の対処すべき課題 

今後の見通しにつきましては、電力システム改革の進展に伴い、電力会社による地域や業種を

越えた連携と競争が激しさを増し、当社グループを取り巻く経営環境は、依然として厳しい状況

が続くものと思われます。 

このような状況の中、当社グループは、収益基盤をより強固なものにするため、事業環境の変

化を的確に捉え、新規顧客の獲得や既存のエリアを越えて事業領域を継続的に拡大していくこと

を最重点課題に掲げ、経営改革に取り組んでまいります。 

当社グループは、電力の安定供給維持のための業務を的確に推進していくことはもちろんのこ

と、経営資源を最大限に活用して、新たなエネルギー関連事業にも進出してまいります。また、

原子力設備の安定化と福島復興への取り組みを継続し、福島第一原子力発電所の廃炉に向けての

役割を果たしてまいります。 

今後も競争に打ち勝ち、お客さまに継続して選んでいただくため、人と技術の育成・強化を図

り、徹底した原価低減、生産性向上及び機動的な組織体制の構築に取り組み、全社を挙げて継続

的な発展と企業価値の向上を実現してまいります。 

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海外からの資金調

達の必要性が乏しいため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。 
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 3,706 6,267 

受取手形・完成工事未収入金等 20,853 26,317 

有価証券 10,747 8,997 

未成工事支出金 2,876 3,307 

繰延税金資産 723 931 

その他 1,238 2,064 

貸倒引当金 △5 △7 

流動資産合計 40,139 47,877 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物（純額） 8,113 7,998 

機械・運搬具（純額） 192 841 

工具器具・備品（純額） 492 398 

土地 9,379 9,524 

リース資産（純額） 38 31 

建設仮勘定 － 359 

有形固定資産合計 18,217 19,154 

無形固定資産 852 727 

投資その他の資産    

投資有価証券 4,062 4,976 

長期貸付金 16 14 

繰延税金資産 1,751 1,079 

その他 297 310 

貸倒引当金 △66 △67 

投資その他の資産合計 6,061 6,314 

固定資産合計 25,131 26,196 

資産合計 65,271 74,074 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 6,528 8,919 

短期借入金 525 534 

未払法人税等 117 1,594 

未成工事受入金 661 1,116 

完成工事補償引当金 64 45 

工事損失引当金 397 442 

その他 2,787 3,619 

流動負債合計 11,081 16,272 

固定負債    

長期借入金 189 641 

繰延税金負債 27 25 

役員退職慰労引当金 7 6 

退職給付に係る負債 6,218 5,870 

資産除去債務 145 253 

その他 72 65 

固定負債合計 6,662 6,862 

負債合計 17,744 23,134 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,881 2,881 

資本剰余金 3,730 3,730 

利益剰余金 40,896 43,584 

自己株式 △995 △1,004 

株主資本合計 46,512 49,191 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 828 1,552 

退職給付に係る調整累計額 △9 △5 

その他の包括利益累計額合計 819 1,546 

少数株主持分 195 200 

純資産合計 47,527 50,939 

負債純資産合計 65,271 74,074 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高    

完成工事高 54,197 60,008 

売上原価    

完成工事原価 48,237 50,641 

売上総利益    

完成工事総利益 5,959 9,367 

販売費及び一般管理費 3,189 3,773 

営業利益 2,769 5,593 

営業外収益    

受取利息 21 28 

受取配当金 77 77 

その他 19 13 

営業外収益合計 118 119 

営業外費用    

支払利息 8 9 

その他 0 1 

営業外費用合計 9 10 

経常利益 2,878 5,702 

特別利益    

投資有価証券売却益 32 － 

受取弁済金 51 38 

その他 8 1 

特別利益合計 92 39 

特別損失    

固定資産売却損 13 8 

固定資産除却損 26 19 

本社移転費用 17 － 

和解金 － 43 

その他 0 1 

特別損失合計 57 72 

税金等調整前当期純利益 2,912 5,669 

法人税、住民税及び事業税 715 1,867 

法人税等調整額 489 381 

法人税等合計 1,204 2,248 

少数株主損益調整前当期純利益 1,707 3,420 

少数株主損失（△） △13 △0 

当期純利益 1,721 3,420 
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（連結包括利益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 1,707 3,420 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 425 724 

退職給付に係る調整額 － 8 

その他の包括利益合計 425 732 

包括利益 2,133 4,153 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 2,147 4,148 

少数株主に係る包括利益 △13 5 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日） 

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,881 3,730 39,699 △990 45,319 

会計方針の変更による
累積的影響額 

          

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 2,881 3,730 39,699 △990 45,319 

当期変動額           

剰余金の配当     △524   △524 

当期純利益     1,721   1,721 

自己株式の取得       △4 △4 

自己株式の処分         － 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 1,196 △4 1,192 

当期末残高 2,881 3,730 40,896 △995 46,512 

 

           

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  その他有価証券

評価差額金 
退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 403 － 403 223 45,947 

会計方針の変更による
累積的影響額           

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 

403 － 403 223 45,947 

当期変動額           

剰余金の配当         △524 

当期純利益         1,721 

自己株式の取得         △4 

自己株式の処分         － 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

425 △9 415 △28 387 

当期変動額合計 425 △9 415 △28 1,579 

当期末残高 828 △9 819 195 47,527 
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当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日） 

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,881 3,730 40,896 △995 46,512 

会計方針の変更による
累積的影響額 

    △207   △207 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 2,881 3,730 40,688 △995 46,304 

当期変動額           

剰余金の配当     △524   △524 

当期純利益     3,420   3,420 

自己株式の取得       △9 △9 

自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

          

当期変動額合計 － 0 2,896 △8 2,887 

当期末残高 2,881 3,730 43,584 △1,004 49,191 

 

           

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  その他有価証券

評価差額金 
退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 828 △9 819 195 47,527 

会計方針の変更による
累積的影響額         △207 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 

828 △9 819 195 47,319 

当期変動額           

剰余金の配当         △524 

当期純利益         3,420 

自己株式の取得         △9 

自己株式の処分         0 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

724 3 727 5 732 

当期変動額合計 724 3 727 5 3,620 

当期末残高 1,552 △5 1,546 200 50,939 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 2,912 5,669 

減価償却費 786 896 

受取利息及び受取配当金 △98 △106 

支払利息 8 9 

売上債権の増減額（△は増加） 5,102 △5,379 

未成工事受入金の増減額（△は減少） 439 455 

未成工事支出金の増減額（△は増加） △2 △430 

仕入債務の増減額（△は減少） △3,438 2,391 

投資有価証券売却損益（△は益） △32 － 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △28 － 

工事損失引当金の増減額（△は減少） △704 45 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △244 △670 

固定資産除却損 26 19 

その他 △214 △225 

小計 4,512 2,673 

利息及び配当金の受取額 95 103 

利息の支払額 △8 △9 

法人税等の支払額 △996 △460 

法人税等の還付額 14 131 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,617 2,438 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出 △3,848 △6,295 

有形固定資産の取得による支出 △1,966 △1,453 

有価証券の売却及び償還による収入 7,248 2,349 

投資有価証券の売却及び償還による収入 78 － 

定期預金の預入による支出 △498 △410 

定期預金の払戻による収入 471 454 

その他 47 △90 

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,533 △5,446 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 350 246 

短期借入金の返済による支出 △411 △354 

長期借入れによる収入 200 800 

長期借入金の返済による支出 △266 △230 

配当金の支払額 △522 △523 

その他 △14 △19 

財務活動によるキャッシュ・フロー △663 △81 

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,488 △3,088 

現金及び現金同等物の期首残高 9,461 13,949 

現金及び現金同等物の期末残高 13,949 10,860 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。 

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

下記事項を除き、最近の有価証券報告書(平成26年６月27日提出)における記載から重要な変更

がないため、開示を省略しております。 

 

（会計方針の変更）

(退職給付に関する会計基準等の適用) 

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会

計基準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25

号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文

及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職

給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準か

ら給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似

した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映し

た単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに

従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う

影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が322百万円増加し、利益剰余金が207

百万円減少しております。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益はそれぞれ11百万円減少しております。 

 

（セグメント情報）

１  報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

  当社グループは、電力関連設備や一般電気設備工事等の設計及び施工を主な事業として展開

しており、「設備工事業」を報告セグメントとしております。 

  「設備工事業」は、火力発電設備、原子力発電設備、水力発電設備の建設及び保守、並びに

変電設備、一般電気設備、情報通信設備、空調設備工事の設計及び施工に関する事業でありま

す。 

 

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額の算定方法 

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、たな卸資産の評価基準を除き、「連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。 

  たな卸資産の評価については、収益性の低下に基づく簿価切下げ前の価額で評価しておりま

す。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及

び振替高は市場実勢価格に基づいております。 
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

    (単位：百万円) 

  報告セグメント 
その他(注) 合計 

  設備工事業 

売上高      

外部顧客への売上高 53,008 706 53,714 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

1 1,729 1,730 

計 53,009 2,436 55,445 

セグメント利益 3,132 209 3,341 

その他の項目      

減価償却費 534 127 661 

(注) １  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、リース・レンタル

事業及び保険代理業を含んでおります。

   ２ セグメント資産及びセグメント負債は、事業セグメントに配分していないため、記載しておりません。

 
 

当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

    (単位：百万円) 

  報告セグメント 
その他(注) 合計 

  設備工事業 

売上高      

外部顧客への売上高 58,797 1,041 59,838

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

0 1,662 1,662

計 58,798 2,703 61,501

セグメント利益 7,466 214 7,681

その他の項目      

減価償却費 518 117 635

(注) １  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、リース・レンタル

事業及び保険代理業を含んでおります。

   ２ セグメント資産及びセグメント負債は、事業セグメントに配分していないため、記載しておりません。
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４  報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関

する事項) 

(単位：百万円)
 

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 53,009 58,798

「その他」の区分の売上高 2,436 2,703

セグメント間取引消去 △1,730 △1,662

その他の調整額 482 169

連結財務諸表の売上高 54,197 60,008

 

(単位：百万円)
 

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 3,132 7,466

「その他」の区分の利益 209 214

セグメント間取引消去 △48 1

全社費用(注) △2,102 △2,677

その他の調整額 1,579 588

連結財務諸表の営業利益 2,769 5,593

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
 

(単位：百万円)
 

その他の項目
報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 534 518 127 117 118 260 780 896
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

(自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日)

１株当たり純資産額 1,352.98円 1,450.86円

１株当たり当期純利益 49.21円 97.80円

(注) １  潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
 

２  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 47,527 50,939

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 195 200

 (うち少数株主持分) (百万円) (195) (200)

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 47,331 50,738

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数

(株) 34,982,922 34,971,375

 

３  １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日)

当期純利益 (百万円) 1,721 3,420

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 1,721 3,420

普通株式の期中平均株式数 (株) 34,987,961 34,977,771

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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６．その他

 

セグメント・部門別受注工事高・完成工事高及び手持工事高 

 

 

セグメント・部門等 

 

前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 

  至 平成27年３月31日) 

比較増減 

(△は減少) 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金額 

(百万円) 

受 

注 

工 

事 

高 

  火力・産業部門 33,210 59.7 42,087 55.6 8,876 

  原子力部門 14,370 25.9 23,992 31.7 9,622 

  水力・変電部門 4,700 8.5 6,861 9.0 2,161 

  通信部門 2,083 3.7 1,632 2.1 △451 

設備工事業 54,365 97.8 74,573 98.4 20,208 

その他の事業 706 1.3 1,041 1.4 334 

セグメント計 55,071 99.1 75,614 99.8 20,543 

差異調整額 519 0.9 133 0.2 △386 

合計 55,590 100 75,747 100 20,157 

完 

成 

工 

事 

高 

  火力・産業部門 32,473 59.9 31,823 53.0 △649 

  原子力部門 11,827 21.8 19,605 32.7 7,777 

  水力・変電部門 5,414 10.0 5,352 8.9 △61 

  通信部門 3,293 6.1 2,016 3.4 △1,277 

設備工事業 53,008 97.8 58,797 98.0 5,789 

その他の事業 706 1.3 1,041 1.7 334 

セグメント計 53,714 99.1 59,838 99.7 6,124 

差異調整額 482 0.9 169 0.3 △312 

合計 54,197 100 60,008 100 5,811 

手 

持 

工 

事 

高 

  火力・産業部門 15,250 59.2 25,513 61.5 10,263 

  原子力部門 7,553 29.4 11,940 28.8 4,387 

  水力・変電部門 2,367 9.2 3,875 9.3 1,508 

  通信部門 542 2.1 158 0.4 △383 

設備工事業 25,713 99.9 41,489 100 15,776 

その他の事業 － － － － － 

セグメント計 25,713 99.9 41,489 100 15,776 

差異調整額 36 0.1 － － △36 

合計 25,749 100 41,489 100 15,739 
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